
海外デジタルプラットフォームを巡る諸課題と対応策
～越境経済下での対等な競争環境の整備について～

2019年9月25日
一般社団法人 新経済連盟 理事

吉田 浩一郎



本日の講演内容
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1.新経済連盟や講師の紹介

2.市場環境の変化

3.問題の所在

4.具体的な問題点

5.打ち手
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 経済団体 2012年に活動を開始

 役員（三木谷浩史 代表理事 / 藤田晋 副代表理事 など）

 3つのミッション（ Innovation・Entrepreneurship・Globalization）
を掲げ、日本における新産業・新ビジネスの発展のために活動。

新経済連盟について

活動
ACTIVITY

8年目 532社

会員
JANE MEMBERS

（2019年6月10日現在）

37
政策提言

POLICY ADOVOCACY

71
政府会議等への参加

GOVERNMENT METTING

40
会員セミナー等の開催
MEMBER SEMINARS

（2018年活動実績）



新経済連盟や講師の紹介

東京学芸大学卒業。パイオニア、リードエグジビションジャパ
ンなどを経て、ドリコム執行役員として東証マザーズ上場を経
験した後に独立。事業を拡大する中で、ITを活用した時間や場
所にこだわらない働き方に着目、2011年11月に株式会社クラ
ウドワークスを創業。翌年3月に日本最大級のクラウドソーシ
ングサービス『クラウドワークス』を開始、「"働く"を通して
人々に笑顔を」をミッションとして事業を展開。2014年12月
東証マザーズ上場。

2019年9月現在、提供サービスのユーザーは300万人、クライ
アント数は上場企業をはじめとして46万社にのぼる。

2015年には、経済産業省 第1回「日本ベンチャー大賞」審査
委員会特別賞（ワークスタイル革新賞）を受賞、グッドデザイ
ン・未来づくりデザイン賞受賞。

吉田 浩一郎
株式会社クラウドワークス 代表取締役社長 CEO

新経済連盟 理事 / グランドデザインPTリーダー
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デジタルプラットフォーマーをめぐる世界の趨勢

デジタルPFに
よる世界市場
の席巻

保護主義的
国内産業
の育成

GDPR制定
による個人の
権利保護

米国発デジタルプラットフォーマーにより世界市場は席巻されはじめ、
各国も独自スタンスを明確化。今、日本の立ち位置が問われている。

？



越境経済下での問題の全体像

①デジタルプラットフォー
ムの生活への浸透

②スマファースト時代
に突入

③外資シェアの拡大
市場環境
の変化

市場環境の変化によって、日本市場における国内企業と海外企業との
間でアンフェアな競争環境の問題などが顕在化

「アンフェアな競争環境」、「競争政策上の問題」などが顕在化

法の域外
適用、執
行

問題の
所在

具体的な
問題

アプリ
ストア寡
占問題

参入
障壁

課税 著作権
国内
環境
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①デジタルプラットフォームの生活への浸透

デジタル
プラット
フォーム

③簡単に商品情報を
入手、比較した後、より

良いものを購入

②膨大な商品情報を
整理し、広告・サービス

を展開

①プラットフォーム
に商品情報を集約

 従来のビジネスに比べ、企業・消費者ともに利便性が向上

①自社の商品
情報やサービス

を展開

②少ない情
報をもとに商
品を購入

【従来のビジネスモデル】 【プラットフォームを通じたビジネスモデル（EC）】

④企業へ購入情
報を提供
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デジタル
プラット
フォーム

買い物

タクシー手配

ゲームを楽しむ

旅行手配

音楽を聴く
サービス発注

料金支払い

様々なサービスについて、デジタルプラットフォーム経由での発注や決済が、
生活の中に浸透

企業サービス
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①デジタルプラットフォームの生活への浸透



②スマファースト時代に突入

＜EC市場＞＜広告市場＞

新聞、テレビ広告 ネット広告 商店街、百貨店
でのリアル販売 ネットショッピング
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ネット広告費が近年急激に伸びて、テレビ広告費と同水準に
ＥＣが生活の基盤の一つに、スマホ経由が急拡大

(出典)電通グループが公表している「日本の広告費2018」

(出典)経産省が2019年５月16日に発表したEC市場調査



②スマホファースト時代に突入

＜音楽市場＞ ＜映像ソフト市場＞

2018年1月号 宣伝会議
※米国では62％ストリーミング売上

CD DVD定額制配信サービス 定額制配信サービス

10

ストリーミングが急伸、さらに有料動画配信も急拡大

(出典)2019年5月16日に日本映像ソフト協会が出した白書
有料動画配信は2013年より計上開始

(出典)2019年5月16日に日本映像ソフト協会が出した白書



②スマホファースト時代に突入

＜ゲーム市場＞ ＜アプリ市場＞

家庭用ゲーム機 モバイルゲーム ガラケー スマートフォン
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 モバイルゲームが急伸
 スマホの利用率の拡大により、アプリを活用した新たな市場が創出

(出典)総務省「通信利用動向調査」

スマホの個人保有率の推移
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インターネット広告市場：

約1.5兆円
※電通調べ

 ネット広告の日本国内シェアの50～70％が外国勢 （7,000億～１兆円）※当連盟推計

 日本の全新聞社の広告総売上は約4,800億円（電通調べ）。日本の全新聞メディアをもってしても
既にグーグル１社にすら負けている可能性

 デジタル市場が拡大する中、サービスは簡単に国境を超える時代に

 例えば、インターネット広告市場シェアの大部分は外国勢

③外資シェアの拡大

・
・
・

Google

Facebook

Twitter ・・・

TikTok



市場規模 外国勢のシェア シェア推移や見通しなど

インターネット
広告 約1.5兆円 50～70％

（2018年）

市場規模は続伸
外国勢シェアは増加見通し

EC 約7.2兆円 25％
（2016年）

約2倍
（2010年→2016年）

音楽定額制
配信サービス 約570億円 75％～

（2017年）
市場規模は続伸

動画定額制
配信サービス 約1,700億円 20％～

（2018年）

約2倍
（2016年→2018年）

ゲーム 約1.3兆円 20％～
（2018年）

外国勢のシェア拡大
※2018年国内DLトップ30で外国勢15社

アプリストア
※音楽・動画配信サービス

やゲームなどを含む
約1.5兆円 ほぼ100％

（2017年）
市場規模は続伸

市場の現状は外国勢のシェア確保・拡大が顕著

13

③外資シェアの拡大
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デジタルプラットフォーム
の生活への浸透

スマファースト時代
に突入

外資シェアの拡大
市場環境
の変化

「アンフェアな競争環境」、「競争政策上の問題」などが顕在化

①法の域外
適用、執行

問題の
所在

具体的な
問題

②アプリ
ストア寡
占問題

④参入
障壁

③課税
⑤著作
権

⑥国内
環境

日本企業だけが国内ルール（法規制や課税など）に縛られ、外資企
業と同じ土俵で戦っていない

規制対応コストや納税状況などの差によって、日本企業は不利な状況

国内企業と海外企業の間で「アンフェアな競争環境」が顕在化
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我々の問題意識

＜問題意識＞

■プラットフォームビジネスが普及し、スマホ中心の生活スタイ

ルへ変化する中、グローバルな市場競争が活性化すること自体

は歓迎

■一方で、日本企業と外資グローバル企業間の「アンフェアな

競争環境」や「競争政策上の問題」などが顕在化

■この状況を放置すると、日本企業と外国勢がまともに戦えな

いのではないか
16
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①法の域外適用や執行の問題

 日本企業と外資企業で法適用や執行に差（規制対応コストに差）

 例えば、旅行業法では海外OTA事業者には域外適用がなく、不公平な競争環境と
なっている

日本 海外

旅行業法

法規制
あり

域外適用
なし

日本の旅行業者 海外のOTA業者

※OTA → Online Travel Agent

旅行手配などの
サービスを提供

旅行手配などの
サービスを提供

国内外の業者間で
イコールフッティング
になっていない

不公平な
競争環境
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（参考）規制の不適用事例

民泊新法による規制前は、海外企業（Airbnb）が事実上サービスを
提供する一方、日本企業はサービス提供なし

現在、 Airbnbは一晩の宿泊者数が400万人を突破し、市場を席巻

<民泊新法施行前>

◯海外企業 → サービスを事実上提供

※Airbnbで予約できるリスティング数 約6万２千(法施行前の2018年2月1日時点)

(出典)Airbnbによる記者向け発表会での説明

◯日本企業 → サービス提供なし
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（出典）2019年8月19日「Business Insider」



（参考）海外ゲーム事業者の資金決済法順守状況について

国内企業と海外企業の資金決済法に対するイコールフッティング上の問題

国内ゲーム企業は、消費者保護を目的とした資金決済法を順守するため、供託金対
応で新規投資の機会損失となっている一方、海外ゲーム企業の多くは未対応

海外配信タイトル
前払式支払手段発行届出状況

（国内AppStore,GooglePlay売上TOP50）

届出済み
8タイトル

届出なし
19タイトル

※関東財務局前払式支払手段発行届出一覧より作成（2018年10月19日現在）20

 スマートフォンゲームは、海外から国内に直接配
信できるため日本に法人を置かず直接ユーザー
にゲームを提供する海外企業が多く存在。
その大半が中国からの直接配信タイトル

 海外企業配信タイトル27のうち、19タイトルが
財務局への「前払式支払手段発行届出」が未
届出の状況

 国内ゲーム企業の多くは、消費者保護を目的
とした資金決済法の順守に取り組んでいるうえ、
ゲーム関連団体が共同でガイドラインを作り業
界全体でコンプライアンスに努めている



①OSとアプ
リストアの垂
直統合

OS アプリ
ストア

音楽

動画
サービス発注・決済

企業サービス
（コンテンツ
アプリ）

ゲーム

Apple(シェア66％)

Google(シェア33％)

③コンテンツ売上
等の基本30％

②アプリストア寡占問題（全体）

21

消費者

②決済の
独占

手数料

スマホファースト時代の中、サービスの上流であるアプリストアは、2社の寡占状態で事実
上代替できない。

「①OSとアプリストアの垂直統合」により、アプリストアを運営する他の事業者は参入が
できない。また、アプリストアの「②決済の独占」により、他の決済事業者の参入も不可



②アプリストア寡占問題（手数料）

２社はデジタルコンテンツのアプリ売上に対して基本30％の手数料を課している

30％の手数料は「利益」ではなく「売上」に一律でかかるため、個社の利益が大幅に圧
縮される

売
上
高

経費 経費

ライセ
ンス料

利益

ライセ
ンス料

アプリ
手数料

利益

＜スマホ普及前＞ ＜スマホファースト社会＞

100億

30億

30％の手数料は
「利益」ではなく「売上」
に一律でかかるため、
利益が大幅に圧縮

日本企業は競争力
を失っていく恐れ

22
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（参考）アプリ問題に関する諸外国の動向

EU競争当局が調査に入るとの
報道

米国消費者団体が訴訟

(出典)2019年5月6日ガーディアン紙の報道
(出典)2019年5月14日キュレーションサイトのiPhone mania記事

元記事は、CNBCのニュース



③課税問題

外資プラットフォーマーは租税回避などが顕著。そもそも外資は合同会社のもと情報開示も不十分
日本企業と海外プラットフォーマーでは再投資原資に大きな差が出ている可能性

＜参考：法人税負担率の比較＞

 伝統的なＥＵの企業は20.9％に対し、国際的なデジタル企業は8.9％ ※欧州委員会試算

 法人税の課税漏れは約35億ポンド（約5,000億円） ※英財務省2016‐2017年

②日本の税率で真面目に納税する
日本企業は対等に戦えない構造

日本企業

海外プラット
フォーマー

①税率が安い他国への租税回避
（国富の流出が起きている）

納税

納税

再投資の原資など

再投資の原資など

＜利益内訳のイメージ＞
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（参考）累積する逸失利益

25

 日本で課税（実効税率30％）できていた
ならば9年で3,000憶円の税収とな
り、2000億円の逸失利益が出て
いる可能性

 例えばヤフー株式会社の納税額は
単年で約600憶円、競争環境が
対等とはいえない

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
2017

2018

インターネット広告費（媒体費）の推移

外国勢への流出分（シェア50％と仮定した場合）

（単位：億円）

 外国勢シェア50％と仮定した場合、
2010年からの売上総額は４兆円

 利益率25％、実効税率10％にて
計算した場合、外国勢の納税額は
９年間で1,000憶円。

◆ネット広告業界だけでも2000億円の逸失利益が出ている可能性



④参入規制

◆日本企業の中国市場参入は困難だが、中国企業は日本市場に参入

日本のスマホゲーム市場

中国のスマホゲーム市場

＜中国企業は日本市場に
どんどん進出している＞

 セールスTop100に中
国ゲームが18タイトル
で、売上総額は約429
億円（前年同期比
62.5％増）

 ダウンロードランキング
Top100の内、日本産
のスマホゲームは36作
で、残りの64作は全て
海外産

＜日本企業が中国で
配信するのは困難＞

① 中国の現地販売
会社との契約が必
要

② 中国政府による承
認が必要

※順守すべきレギュ
レーションは多数で複
雑。承認までの手続き
コストが膨大

26

※2019年3月-6月「Sensor Tower」より



（参考）中国の巨大資本投下による日本市場への参入
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YouTubeのタイアップ動画ランキング
トップ1は中国系で2位以下を圧倒

*King of Fightersは、IPを中国の「37Games」が所有

◆自国で稼いだ資本力を背景に中国企業による投資が活発化

＊赤枠が中国系、緑枠はそれ以外の外資系

◆ハイテクベンチャー（ＡＩなど）やネットメディア買収に伴うリスクも

スマートフォン広告の出稿量トップ10
のうちトップ1、2位が中国系



⑤著作権

 中国企業は違法な形での著作物アッ
プロードし、ユーザー数を急増、マネタイ
ズ。一方、日本企業がきちんと著作権
法を順守しているなか、競争環境の不
平等が発生

 著作権の部分は無視して上げた高い
収益で日本企業への買収を加速させ
る可能性

中国のインターネットメディアは違法な著作物で成長、収益化

2016年12月7日 HUFFPOST

28

 「Everfilter」は中国企業が運営するスマート
フォン向けの写真加工アプリ

https://www.huffingtonpost.jp/2016/12/07/everfilter-yourname_n_13477042.html

https://www.huffingtonpost.jp/2016/12/07/everfilter-yourname_n_13477042.html


⑥日本国内の問題

リアルとデジタルが融合する時代にあって、様々な新興サービスが登場。
MaaS（Mobility as a Service）などの競争はこれから

※国土交通省資料より抜粋

◆規制の在り方やサービスの提供次第では外国勢が席巻する可能性

これからのビジネスはプラットフォームが基本となる。日本企業を萎縮
させる恐れがあるプラットフォーマーへの規制は慎重であるべき

29
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海外デジタルプラットフォームを巡る諸課題への打ち手

プラットフォーム自体は、イノベーションを生み出すものであり、日本の産業競争
力の源泉にもなるもの。プラットフォーム自体に着目した新たな法規制（デジタ

ル・プラットフォーマー取引透明化法案など）には慎重であるべき。

税と規制の内外企業のイコールフッティングの確保

（域外適用・執行のための関係法令一括整備法、執行担保のための国内サー
バーへの保存義務付け、海外企業に課税できる仕組み研究、タックスギャップ公
表など）

アプリストア問題に対し独禁法適用（垂直統合の禁止、決済API開放、手数

料の引き下げなど）

相互主義原則にもとづく日中交渉による「参入障壁」の取下げ要求や、著作
権法の域外適用の厳格化・リーチサイト対策の徹底



（参考）「海外デジタルプラットフォームを巡る諸課題と対応策」の提言提出

「海外デジタルプラットフォームを巡る諸課題と対応策」
の提言を関 経産副大臣に提出（3月26日）

◆新経済連盟として提言を提出
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